
  秋田市における取り組み： 
   第１次行動計画の教訓と今後の展望    

WHOエイジフレンドリーシティ国内自治体向け研修会 
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秋田市について 

 ・平成９年４月     「中核市」に移行 

 ・平成１７年１月     河辺町・雄和町と合併                      

                                  人口  約３１３，０００人 （秋田県の人口の３割を占める）             
面積 906.07㎢         
就業者の７割以上が第３次産業に従事       

中心市街地 
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中心市街地と６つの地域中心を核と
したコンパクトなまちづくりを目指す
（多核ネットワーク型） 

ユニバーサルデザインを取り入れ
た新庁舎(2016年完成） 
 
 

・転入、転出、出生等の関連手続きを  
  一括で行う総合窓口の設置 
・住民自治の拠点施設である中央市 
  民サービスセンターを併設 
・１Ｆ待合ロビー(市民の座）は災害時 
  の避難所として活用可能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

秋田市について 
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「秋田市人口ビジョン｣(H28.3)より 

秋田市の人口 
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目指すべき将来人口 
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 エイジフレンドリーシティの推進体制 

年度 
連携推進官の配置 

(福祉保健部次長） 
担当課長
の配置 

担当課 担当 
担当 

人数 

21～  

    22 
－ － 

介護・高齢
福祉課 

生きがい担当 ４ 

23 
エイジフレンドリーシティ
担当 

－ 
介護・高齢
福祉課  

生きがい担当 ５ 

24 
エイジフレンドリーシティ
担当 

○ 
長寿福祉
課 

エイジフレンドリーシ
ティ推進担当 

２ 

25～   

     27 
エイジフレンドリーシティ
担当 

○ 
長寿福祉
課 

エイジフレンドリーシ
ティ推進担当 

３ 

28～  

  現在 
健康長寿担当 ○ 

長寿福祉
課 

エイジフレンドリーシ
ティ推進担当 

３ 

 ○ 福祉保健部次長(兼）連携推進官(健康長寿担当）       １名 
 ○   〃     長寿福祉課エイジフレンドリーシティ担当課長 １名 
 ○   〃        〃   エイジフレンドリーシティ推進担当  ３名 

・現在、連携推進官は「喫緊の最重要課題である人口減少対策」および市総合計画の 
 「新・県都『あきた』成長プラン」における5つの成長戦略ごとに6人配置されている。 
・上記担当人数には連携推進官(1)、AFC担当課長(1)は含まない。 6 



 これまでの取り組み （第1次行動計画策定まで） 

年 内     容 

H21年度
（2009） 

・市長公約としてエイジフレンドリーシティ構想に着手 

・庁内関係課所室職員による庁内勉強会を開始 

H22年度
（2010） 

・構想推進協議会設置 

・庁内調整会議設置 

・推進のための市民アンケート調査、聞き取り調査を実施 

Ｈ23年度
(2011） 

・構想推進協議会から市長に対し提言書を手交 

・フォーラムによる普及啓発を実施(～Ｈ２５年度） 

・国際高齢者団体連盟（ＩＦＡ）招聘事業開催（～Ｈ２５年度） 

・ＷＨＯグローバルネットワークへ参加登録 

Ｈ24年度
（2012） 

・ＩＦＡ国際会議にて、市長が本市の取り組みを発表 

・行動計画策定委員会設置 

・行動計画作業部会設置 

･行動計画庁内調整会議設置 

・市民組織「エイジフレンドリーあきた市民の会」設立 

Ｈ25年度
（2013） 

･第１次行動計画策定 
7 



年 内容 

H２６年度 
(２０１４) 

・行動計画推進委員会設置 
・カレッジによる普及啓発実施（ワークショップ、セミナー） 
・エイジフレンドリーシティ通信発行開始 

H２７年度 
(２０１５) 

・高齢者コミュニティ活動創出・支援事業開始(3ヶ年事業） 
・エイジフレンドリーパートナーづくり推進事業開始 
･シンボルマーク設定 
・秋田市エイジフレンドリー指標を設定 
・第２次行動計画策定のため市民意識調査実施 
･展覧会「2240歳スタイル～時間を味方にする人生の先輩たち
～」を秋田県立美術館県民ギャラリーで開催 

H２８年度 
(２０１６） 

・第２次行動計画策定のため民間事業者アンケート調査実施 
･計画策定のため、若手職員意見交換会、市民の集い、エイ 
 ジフレンドリーパートナーの集いを開催 
・第２次行動計画策定 

H２９年度 
(２０１７) 

･庁内推進会議とその下部組織として庁内推進会議作業部 
 会を設置 

 これまでの取り組み （第2次行動計画策定まで） 
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 第1次行動計画策定のための事前調査とプロセス 

１ 庁内勉強会(2009年）で現状分析 

  84のチェックリストで現状分析､行政から見た課題･ニーズ整理し、報告書
を作成。参加課所室は安全安心対策推進本部、企画調整課、保健予防
課、工業労政課、都市計画課、生涯学習室、福祉総務課、地域福祉推進
室、障害福祉課、介護･高齢福祉課(当時の課所室名）。他にアドバイザー
として秋田大学社会学准教授。 

２ 構想推進協議会（2010年～2012年）で重点課題を取りまとめ 

  学識者、民間企業、社会福祉法人、市民団体、公募市民など9人で構成。
勉強会報告書を基に現状分析、市民アンケート調査、ヒアリング調査デー
タを追加収集し、「秋田市が特に取り組むべき重点課題」などを提言書とし
てまとめた。 

３ 第１次行動計画策定委員会(2012年～2013年）を設置 

  学識者、民間企業、社会福祉法人、市民団体、マスコミ、公募市民、市福
祉保健部次長など13人で構成。計画策定にあたっては、下部組織として
作業部会を２つ(庁内調整会議、庁外作業部会）を設けた。 
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第1次行動計画概要 

１ 特徴  

 「行政の行動計画」と「市民の行動計画」の２部構成（本編の他、行
政の個別事業は別冊にまとめた。）  

市民によるワークショップ１２回開催 

市民中心の計画部分

（庁外作業部会）

行政中心の計画部分

（庁内調整会議）

計画全体を協議・調整  

行動計画全体

（行動計画策定委員会）

「高齢者が計画策定、実施、検証に関与すること」 
２ 基本理念 
  高齢になっても地域社会で活動､活躍することができ、いきいきと 
  過ごすことができる社会 
３ 計画期間 
  平成２５年度から平成２８年度の４年間 
 ８月策定(冊子は１２月完成）、翌年２月ＷＨＯへ計画概要を提出 10 



第1次行動計画の検証､評価について－１ 

１ 行政中心の計画部分（個別事業）の取組結果 

２ 市民中心の計画部分の取組結果 
  ４つの計画のうち、３つにおいて事業を継続的に展開（街のコンシェルジェ   
 事業、ＡＫＢ＆ＡＳＪ認定事業、思いやりコンテスト、エイジフレンドリー夏祭） 11 



第1次行動計画の検証､評価について－２ 
１ 具体的な取組・事業 
 (1) 高齢者の外出や社会参加、生きがいづくりを促進 

ア 高齢者コインバス事業、介護支援ボランティア事業、傾聴ボランティア  
   養成講座などの新規事業を実施 

 (2) 民間事業者等による独自の取組、各セクターの連携 
ア エイジフレンドリーパートナーづくり推進事業により民間の取組拡大 
イ 民間企業のエイジフレンドリー宣言(秋田銀行､秋田キャッスルホテル) 

      ウ 関係団体の連携やネットワークを構築し、人口減少や少子高齢化の 
     課題解決を図る組織が新たに設立された（秋田プラチナタウン研究 
     会：秋田銀行、エイジフレンドリーシティネットあきた：秋田中央警察署） 
  (3) 住民による主体的な活動 

ア エイジフレンドリーあきた市民の会の継続的な活動 
イ 高齢者コミュニティ活動創出・支援事業、生活支援体制整備事業によ 
  る新たな活動(青空サロン、赤飯･おはぎの注文販売、軽スポーツなど） 
ウ  エイジフレンドリーシティセミナーの事例紹介を参考にし、新たに設置さ 
  れた居場所サロン「ふらっとさん」 

  

地域社会全体でエイジフレンドリーシティに取り組むという目指すべき
方向の基礎ができた。 
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第1次行動計画の検証､評価について－３ 

２ 推進面での課題 
 (1) さらなる周知・普及啓発による市民への浸透 
  

   ・市民の認知度  
 
 
           
 
           
                                              (平成２７年度秋田市エイジフレンドリーシティ市民意識調査）  

 (2) 高齢者の多様な能力をさらに活用するしくみづくり 
    ・人生１００年時代の到来 

    ・その人のcan、wantに対応できる様々な活躍､活動の場づくり     
 (3) 多様な主体と連携した課題解決のための体制づくり 
    ・市民ニーズや地域が抱える課題が複雑化､多様化 
    ・民間企業、市民、ＮＰＯ、大学、行政など、異なる主体が意見を出し合い、 
     解決策を検討、実践的な取組を行う共創体制 
  

３ 計画策定面での課題 
 (1) 行政中心の行動計画に紐付く事業が既存事業の集積 
 (2) 行政が市民と共に取り組む (２者）→ さらに多様なセクターの関与が必要  

知っている(理念や取組内容を知っている）   ４．１％ 

言葉だけは知っている（理念や取組内容は知らない） ２６．０％ 
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 １ 特徴 

   (1) 市職員、市民、民間事業者による意見交換会 

  (2) ４つの領域と領域別施策の設定 

    ・領域Ⅰ 空間環境基盤 

    ・領域Ⅱ 社会生活基盤 

    ・領域Ⅲ 産業・経済基盤 

    ・領域Ⅳ 教育・文化基盤            

     庁内関係各課の連携により、より良い効果を生み出す                                           

  (3) 重点施策の設定  

     行政、市民、民間事業者の連携を引き出し、重点的に取り組む   
 

 ２ 基本理念 

    「心豊かで活力ある健康長寿社会」 
   

 ３ 計画期間 

   ２０１７ 年～２０２２年の５年間 

 

 

   

第2次行動計画の策定 

「市民の集い～みんなで秋田の将来を考えよう」 
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 第２次行動計画の推進体制 

１ 有識者等による幅広い立場からの提言・助言 
  ・エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会(第１次計画から継続) 
  

２  庁内の連携・調整による全庁的な推進 
  ・エイジフレンドリーシティ庁内推進会議と庁内推進会議作業部会を設置 
  (第２次計画から新設/再編成） 
 
 
 
 
 
 
  

   (1) 庁内推進会議の所管事務 
    ア 行動計画の推進を図るために必要な庁内の課題共有、情報交換 
    イ 行動計画の推進のための新たな施策の検討や既存事業の見直し 
  (2) 構成員 
     領域別施策および重点施策の推進に関連する課所室長（推進会議） 
     および実務担当者（作業部会）  15 



 東京大学高齢社会総合研究機構(東大ＩＯＧ）との共同研究 

 東大ＩＯＧのジェロントロジー(老人学、加齢学）に基づく学術支援のもと、超 

 高齢社会の広範で複雑な課題の解決を図り、活力ある豊かな地域社会を 

 形成することを目的に、連携協力を行うもの 

○ 東大ＩＯＧから提供されている学術支援､提言等 
  

 ・高齢者のコミュニティ活動の創出と地域における支え合い体制構築 のプログ 

  ラムの実証および評価 

 ・在宅医療を含む地域包括ケアシステム構築にかかる施策への助言 

 ・市民啓発、エイジフレンドリーパートナー企業への意識啓発活動 

 ・行動計画への提言 

 ・市民および市職員に対する、活力ある超高齢社会を担う人材育成への指導・ 

  助言 
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 ・エイジフレンドリーシティの概念と目指す社会像は抽象的に語られることが
多くわかりづらい 

 ・取組が多岐の分野にわたり、個々の事業や取組の目標値では全体が見
えづらい 

市が抱える課題と取り組むべき内容、見込む成果等を市民にわかり
やすく伝えることが必要 

平成２７年、エイジフレンドリー度を示す「ものさし」として、秋田市エイ
ジフレンドリー指標を設定 

秋田市エイジフレンドリー指標の設定について   
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○市民の理解を促進し、進むべき方向や目標を共有する。 

 

○エイジフレンドリーシティの推進状況が可視化され、客観的に評価す   

  ることを可能にする。 

 

○現在の行動計画に定められた取組だけでなく、新たな取組を掘り起 

  こす。 

 

○行政による取組だけでなく、市民、企業、団体などそれぞれの役割 

  を見えやすくする。  

 エイジフレンドリー指標の機能 
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■ 現時点では、平成２７年度実績値のみで、 ２８年度実績値は、現在集約 
   中である。数値変化についての検証は今後の作業となる。 
      数値から､エイジフレンドリー度の増減がきちんと読み取れるか？ 
■ 主観的指標はわかりやすい「ものさし」だが、どのように判断するか。 
   例） 近所を安心して外出できると感じている高齢者の割合 

１９．６％ 
     ・理想は１００％だが､現実的な目標値か？ 
    ・１９．６％をどう評価するのが適切か（高い、低い？） 
    ・行政で新たな施策が必要なのか、行政以外の取り組みが必要な 
     のかをどのように検証し、実施に結びつけるか？ 
■  市民のエイジフレンドリーシティへの周知・理解が広げられるか? 
   例： 

【課題】・指標の有効活用 

    ・行動計画のＰＤＣＡサイクルとの関連づけ 

 エイジフレンドリー指標の課題  
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第1次行動計画の基本理念を構成するキーワードを、「安心・安全」「健
康」「経済的安定」「つながり」「自己実現」とし、４つの基幹指標を設定 

つながり   健康 経済的安定 安心・安全 自己実現 

・自分らしく暮らすことができていると感じている高齢者の割合 
・あらゆる世代にとって住みやすいまちであると感じている人の割合 
・地域とのつながりがあると感じている高齢者の割合 
・意欲的に社会と関わり、さまざまな活動に参加している高齢者の割合 

 基幹指標、意識指標、行動指標の設定 

基本方針 意識指標 行動指標 

２ 
交通機関の利便性
の向上 

バスや電車などの交
通機関は便利で利用
しやすいと思う高齢者
の割合 

２－１ コインバス資格証明書交付率 
２－２ ノンステップバス、低床バス導入  
    状況 
２－３ ユニバーサルデザインタクシー 
    福祉タクシー導入状況 

○ 基幹指標 

 ○ 意識指標と行動指標 
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 グローバルネットワークメンバーの利点、課題  
  

【利点】 
 ・ＷＨＯのプロジェクトに基づき、エイジフレンドリーシティを継続的に実施できる（計  
  画→実施→評価→改善のサイクル）。 
 ・超高齢社会に対応したまちづくりを推進している点をアピールできる(横文字でわ 
  かりにくいが、「ネットワークに国内で初参加」はインパクトがあり、伝わりやすい）。 
 ・超高齢社会のトップランナーである日本(秋田県）で「エイジフレンドリーシティの実 
  現」を目指しているため、注目されやすい。（行政視察、海外自治体や研究機関の 
  視察、国際会議での取組発表、全米退職者協会（AARP)による取材など）。 
 ・地域社会全体で「エイジフレンドリーシティの実現を目指す」という目標を共有でき 
  る （「自分たちのまちを自分たち(みんな）で住みやすくする。」という意識の持ち 
  やすさ､共感のしやすさ。パートナー事業者、市民、民生児童委員協議会、地区社 
  会福祉協議会、市社会福祉協議会など）。 
  

【課題】 
 ・語学､コミュニケーション､情報収集能力のある職員が必要（必須ではないが、いな 
  い場合はアウトソーシング等が必要）。しかし、海外の取組については､そのまま 
  では参考にしづらい(組織、文化、価値観の違いなど）。 
 ・海外とのやり取りが集中し､マンパワーが足りず他の業務が停滞することがある。 
 ・ネットワークメンバーであることが、市民の生活には関連性が低い（海外よりも自 
  分たちのまちの課題を何とかしてほしい）。 21 



 今後の展開 
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